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令和６年７月２３日

日立市長 小 川 春 樹 様

日立市監査委員 橋 本 仁 一

同 吉 田 修 一

令和５年度日立市公営企業会計決算審査意見について

地方公営企業法第３０条第２項の規定により、審査に付された令和５年度日

立市水道事業会計・下水道事業会計決算及び附属書類を審査したので、次のとお

り意見を提出します。





－ 71 －
 

令和５年度日立市公営企業会計決算審査意見

第１ 審査の対象

１ 令和５年度 日立市水道事業会計決算

２ 同 日立市下水道事業会計決算

３ 上記決算に関する証書類、事業報告書、キャッシュ・フロー計算書、収益費用

明細書、固定資産明細書及び企業債明細書

第２ 審査の期間

令和６年５月２８日から令和６年７月２３日まで

第３ 審査の方法

日立市監査基準等に基づき、各事業会計の決算書類と関係諸帳簿・書類により、

経営状況を含めた総括的審査を実施し、例月現金出納検査並びに定期監査の結果

を参考にしながら、「決算計数の正確性」及び「収入支出の合規性」の確認を行い、

あわせて関係職員から説明を聴取して審査した。

第４ 審査の結果

審査に付された決算及び附属書類は、いずれも関係法令に準拠して作成されて

おり、かつ計数は関係諸帳簿等と符合し正確であると認めた。

また、予算の執行及び事業の運営については、公営企業経営の基本原則に沿っ

て概ね良好に行われていると認めた。
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水 道 事 業 会 計

１ 業務実績について

本年度の業務実績は、別表１｢業務実績表｣のとおりであるが、その主なものは次

表のとおりである。

区 分 単位 ５年度 ４年度
対前年度比較

増 減 増減率 ％

行 政 区 域 内 人 口 人 △ △

給 水 人 口 人 △ △

普 及 率 ％

給 水 件 数 件 △ △

年 間 給 水 量 ㎥ △ △

年 間 有 収 水 量 ㎥ △ △

有 収 率 ％ △

１ 日 最 大 給 水 量 ㎥ △ △

導 ・ 送 ・ 配 水 管 延 長 ｍ

本年度末の給水人口は、 人と前年度に比較し 人 ％ 減少、給水

件数は 件と前年度に比較し 件 ％ 減少となり、普及率は ％と

前年度と比較し、変化はない。

年間給水量 ㎥のうち有収水量は ㎥であり、有収率は

％と前年度に比較し ポイント減少している。

また、１日最大給水量は ㎥で、前年度に比較し ㎥減少している。

なお、導･送･配水管延長は ｍと、前年度に比較し ｍ ％ 増加

している。

２ 予算執行状況について

（１）収益的収支

ア 収益的収入

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

５年度 ４年度 増減額 率 ％

水道事業収益 △ △

営業収益 △ △

営業外収益
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予算額 億 万円に対し、決算額は 億 万 千円で、 万 千

円上回り、執行率は ％となっている。

決算額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、

主にその他の営業収益の電力価格高騰対策に係る一般会計補助金の皆減による

ものである。

イ 収益的支出

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

５年度 ４年度 増減額 率 ％

水道事業費用 △ △

営業費用 △ △

営業外費用 △ △

予備費

特別損失

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で、執行率は

％となっている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、この主なものは、予備費の

ほか原水及び浄水費の委託料・動力費である。

決算額は、前年度に比較し 億 万円 ％ 減少している。これは、主

に原水及び浄水費の動力費、資産減耗費の減少によるものである。

（２）資本的収支

ア 資本的収入

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

５年度 ４年度 増減額 率 ％

水道事業資本的収入

企業債

負担金

一般会計補助金

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で 億

万 千円下回り、執行率は ％となっている。

なお、予算額には地方公営企業法第 条の規定による繰越額に係る財源充当

額 万 千円と継続費逓次繰越額の財源充当額 億 万円が含まれている。
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決算額は、前年度に比較し 億 万円 ％ 増加している。これは、主

に企業債の増加によるものである。

イ 資本的支出

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

５年度 ４年度 増減額 率 ％

水道事業資本的支出

建設改良費

企業債償還金

予備費

▲国県補助金返還金 △

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で、執行率は

％となっており、予算残額のうち 億 万 千円を翌年度に繰り越して

いる。

なお、予算額には地方公営企業法第 条の規定による繰越額 億 万円

と継続費逓次繰越額 億 万 千円が含まれている。

決算額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは

主に、水源及び配水施設費の増加によるものである。

建設改良費の主なものは、森山浄水場送水ポンプ棟築造工事費、配水管更新

工事費である。

決算収支における資本的収入額 ６年度へ繰り越される支出の財源に充当す

る額 万 千円を除く。 億 万 千円が、資本的支出額 億 万 千

円に対し不足する額 億 万 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資

本的収支調整額 億 万 千円、繰越工事資金 万 千円、減債積立金

億 万 千円、建設改良積立金 億 万 千円、過年度分損益勘定留保資金

億 万 千円及び当年度分損益勘定留保資金 億 万 千円で補填して

いる。

３ 経営成績について

総収益 億 万 千円に対し、総費用は 億 万 千円で、純利益は 億

万 千円となっている。

なお、収益及び費用の前年度との比較は、別表２｢損益計算書前年度比較表」、別

表３｢費用使途別比率表」、別表４｢費用節別比率表」のとおりであり、純損益の最近

５箇年の推移は次表のとおりである。
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（単位 千円）

区 分 ５年度 ４年度 ３年度 ２年度 元年度対前年度比較
増減額 率 ％

営業収益 △ △

営業外収益 △ △

特別利益

総 収 益 △ △

営業費用 △ △

営業外費用 △ △

特別損失

総 費 用 △ △

純 損 益

注 令和３年度から、下水道事業会計負担金及び徴収事務負担金は、営業外収益から営業収益へ移し替えを行っ

ている。

（１）収益の状況

ア 営業収益

営業収益は 億 万円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減

少している。

営業収益の主なものは、給水収益 億 万円のほか、下水道事業会計負

担金 億 万 千円、加入金などのその他の営業収益 万 千円である。

イ 営業外収益

営業外収益は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少

している。

営業外収益の主なものは、長期前受金戻入 億 万 千円、交付金などの

雑収益 万 千円、一般会計負担金 万 千円である。

（２）給水収益の推移
（単位 千円、千㎥）

区 分 ５年度 ４年度 ３年度 ２年度 元年度対前年度比較

増減額 率 ％

給 水 収 益 △ △

年間有収水量 △ △

給水収益の推移をみると、年間有収水量とともに年々減少している。本年度

の給水収益は 億 万円で、前年度に比較して 万 千円 ％ 減少

している。
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（３）費用の状況

ア 営業費用

営業費用は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

減少している。これは主に、原水及び浄水費の動力費、修繕費の減少によるも

のである。

営業費用の主なものは、人件費 億 万 千円のほか、減価償却費 億

万 千円、維持管理費 億 万円である。

イ 営業外費用

営業外費用は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％

減少している。これは、主に企業債利息の減少によるものである。

営業外費用の主なものは、企業債利息 億 万 千円である。

ウ 特別損失

特別損失は 万 千円で、前年度に比較し皆増となっている。これは、令

和５年台風 号に伴う豪雨により被災した水道施設の災害復旧工事や能登半島

地震に伴う応急給水活動などに要した経費によるものである。

（４）性質別費用の推移

（単位 千円）

区 分 ５年度 ４年度 ３年度 ２年度 元年度
指数 （元年度＝ ）

年度 年度 年度 年度

人 件 費

委 託 料

修 繕 費

量水器取替費

動 力 費

薬 品 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

企 業 債 利 息

そ の 他

災害による損失

その他特別損失

合 計

費用を性質別にみると、主に人件費、修繕費及び動力費が前年度に比べ減少し

ている。また、企業債利息は、借入利率が過去に借り入れた企業債の返済利率を

下回っていることにより減少している。一方、費用増加の主なものは、薬品費、

減価償却費及びその他特別損失 皆増 となっている。
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（５）有収水量１㎥当たりの原価

ア 給水原価の状況

有収水量１㎥当たりの給水原価は 円 銭で、前年度に比較し 円 銭

％ 減少している。

（ア）部門別給水原価

（単位 円）

(注) 給水原価は、下水道事業会計負担金及び徴収事務負担金を控除している。併せて、令和４年度は、電力価格高

騰対策に係る一般会計補助金を控除している。減価償却費は、営業外収益の長期前受金戻入を控除している。

（イ）目的別給水原価

（単位 円）

区 分
５ 年 度 ４ 年 度 対前年度比較

金 額 構成比 ％ 金 額 構成比 ％ 増減額 増減率 ％

職 員 給 与 費 △ △

委 託 料 △ △

修 繕 費 △ △

動 力 費

薬 品 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費 △ △

企 業 債 利 息 △ △

そ の 他

合 計 △ △

 (注) 給水原価は、下水道事業会計負担金及び徴収事務負担金を控除している。併せて、令和４年度は、電力価格

高騰対策に係る一般会計補助金を控除している。職員給与費には、児童手当、退職手当負担金が含まれてい

ない。修繕費には、量水器取替費が含まれている。減価償却費は、営業外収益の長期前受金戻入を控除して

いる。

区 分
５ 年 度 ４ 年 度 対前年度比較

金 額 構成比 ％ 金 額 構成比 ％ 増減額 増減率 ％

原 水 及 び 浄 水 費 △ △

配 水 費 △ △

給 水 費 △ △

業 務 費 △ △

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費 △ △

支払利息及び企業債取扱諸費 △ △

そ の 他 △ △

合 計 △ △
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イ 供給単価と給水原価の比較

最近５箇年の有収水量１㎥当たりの供給単価 給水収益）と給水原価を比較す

ると、次表のとおりである。

（単位 円）

区 分 ５年度 ４年度 ３年度 ２年度 元年度 
供 給 単 価 （Ａ）

給 水 原 価 （Ｂ）

比 較 （ Ａ ） － （ Ｂ ） △

(注) 給水原価は、令和２年度以降、下水道事業会計負担金及び徴収事務負担金を控除している。併せて、令和４年

度は、電力価格高騰対策に係る一般会計補助金を控除している。 
 

供給単価は前年度に比較し 円 銭 ％ 増加の 円 銭、給水原価は 円

銭 ％ 減少の 円 銭となっている。その結果、供給単価から給水原価

を差し引いた額は、前年度から 円 銭増加の 円 銭となっている。

（６）経営指標

（単位 ％）

区 分 ５年度 ４年度 ３年度 ２年度 元年度

経 常 収 支 比 率

料 金 回 収 率

ア 経常収支比率

経営の健全性を示す経常収支比率は ％で、経常費用の減少等により、

前年度に比較し ポイント上回っている。

イ 料金回収率

料金水準の妥当性を示す料金回収率は ％で、経常費用の減少等によ

り、前年度に比較し ポイント上回っている。

４ 財政状況について

（１）貸借対照表

本年度末における財政状況を前年度と比較すると、別表５｢貸借対照表前年度比

較表｣のとおりである。

ア 資産

資産総額は 億 万 千円で､その構成は､固定資産 億 万 千円

％ 、流動資産 億 万 千円 ％ である。

（ア）固定資産

有形固定資産は、本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億

万 千円 ％ 増加している。これは、構築物が 億 万 千円

％ 減少したものの、配水管が 億 万 千円 ％ 、建設仮勘定が

億 万 千円 ％ 増加したことによるものである。
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なお、有形固定資産の主なものは、配水管 億 万 千円、構築物

億 万 千円である。

無形固定資産は、本年度末 万 千円で、前年度に比較し 万円

％ 減少している。これは、その他無形固定資産の減少によるものであ

る。

なお、その他無形固定資産の主なものは、水道施設台帳 管路 万 千

円である。

投資は、本年度末 万円で、地方公共団体金融機構への出資である。

（イ）流動資産

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

減少している。これは、主に現金預金が 億 万 千円 ％ 減少した

ことによるものである。

流動資産の主なものは、現金預金 億 万 千円、未収金 億 万

千円である。また、貸倒引当金として 万 千円を計上している。

なお、主な未収金は、下水道事業会計負担金 億 万 千円、消費税及

び地方消費税還付額 万 千円、給水収益 万 千円である。

イ 負債・資本

負債・資本の総額は 億 万 千円で、その構成は、固定負債 億

万 千円 ％）、流動負債 億 万 千円 ％ 、繰延収益 億 万

千円 ％）、資本金 億 万 千円 ％ 、剰余金 億 万 千

円 ％ である。

（ア）固定負債

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円（ ％）

増加している。これは、企業債の増加によるものである。

（イ）流動負債

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 増

加している。これは、主に未払金が 億 万 千円 ％ 増加したこと

によるものである。

流動負債の主なものは、企業債 億 万 千円、未払金 億 万 千

円、その他流動負債 億 万 千円、引当金 万 千円である。

その他流動負債の主なものは、下水道使用料の預り金 億 万 千円で

ある。

（ウ）繰延収益

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減

少している。これは、長期前受金を償却した収益化累計額が増加したことに

よるものである。
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（エ）資本金

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

増加している。これは、企業債償還金等の財源として使用した利益剰余金

を、資本金に組み入れたことによるものである。

（オ）剰余金

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減

少している。これは、主にその他未処分利益剰余金変動額の減少によるもの

である。

剰余金のうち資本剰余金は、本年度末 億 万 千円で、この主なもの

は、受贈財産評価額 億 万 千円、国県補助金 億 万 千円である。

また、利益剰余金は、本年度末 億 万 千円で、当年度未処分利益剰

余金である。

（２）企業債の状況

（単位 千円）

区 分 ５年度 ４年度 ３年度 ２年度 元年度
指数 （元年度＝ ）

５年度 ４年度 ３年度 ２年度

期末残高

借 入 額

償 還 額

年度末の残高は、固定負債と流動負債の企業債を合わせた 億 万 千円

で、前年度に比較し 億 万円 ％ 増加している。

５ 資金収支の状況について

本年度末残高は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

減少している。

これは、本年度において、当年度純利益や減価償却費等の業務活動により 億

万円増加し、企業債による収入等の財務活動により 億 万円増加したが、

建設改良等の投資活動により 億 万 千円減少したことによるものである。

（単位 千円）

区 分 ５年度 ４年度 対前年度増減額

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー △ △ △

財務活動によるキャッシュ・フロー △

資金期首残高 △

資金期末残高 △
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む す び

令和５年度水道事業会計の決算は、総収益 億 万 千円に対

し、総費用は 億 万 千円で、差し引き 億 万 千円の純

利益が生じており、 年連続で総収益が総費用を上回る黒字決算となっ

ている。

業務実績をみると、年度末の給水件数は 件となり、前年度より

件（ ％）減少し、給水人口は 人となり、前年度に比べ

人（ ％）減少している。

また、年間の給水量は ㎥と前年度より ㎥（ ％）

の減少となっている。

一方、有収水量は ㎥と前年度に比べ ㎥（ ％）

の減少となり、この結果、年間給水量に対する有収水量の割合である有

収率は、前年度から ポイント下回る ％となっている。

また、給水収益（水道料金収入）は、前年度と比較して 万 千

円（ ％）の減となっている。

建設改良事業については、森山浄水場における送水ポンプ棟築造工事

やフロキュレータ（緩速かくはん装置）更新工事を実施するとともに、

久慈川系送水・配水施設ポンプ改修工事及び市内各所において緊急度の

高い老朽配水管の更新工事などに取り組んだ。

なお、全体の事業費は、緊急度の高い老朽配水管の更新工事費の増額

などにより、前年度と比較し 億 万 千円（ ％）増の 億

万 千円となっている。

経営状況をみると、総収益については、給水収益の減少や電力価格高

騰対策に係る地方創生臨時交付金を財源とした一般会計補助金の皆減に

より、前年度と比較して 億 万円（ ％）減少している。

一方、総費用については、特別損失として、能登半島地震に伴う給水

活動などの経費が皆増となったものの、国の電気・ガス価格激変緩和対

策事業により動力費が減少したことなどから、前年度と比較して 億

万 千円（ ％）減少している。

この結果、純利益は、前年度と比較して 万 千円（ ％）増加

している。
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また、経営指標をみると、経営の健全性を示す経常収支比率は、前年

度より ポイント上回る ％となり、 ％を超えていることか

ら、引き続き経営の健全性を維持している状況にある。

なお、キャッシュ・フロー計算書をみると、老朽化した水道管の更新

など、投資額の増加に伴う企業債借入額の増により、企業債残高は、前

年度より 億 万円増の 億 万 千円となっている。

以上が令和５年度の経営内容であるが、今後の水道事業を展望すると、

収入の面においては、人口減少などにより有収水量が年々減少しており、

事業収益の根幹となる水道料金収入の減収を避けるのは難しい状況にあ

る。

一方で、支出の面においては、資材価格の高騰などによる工事価格上

昇の影響に加え、水道施設の老朽化の進行により、修繕・更新費用の増

加が見込まれるなど、水道事業を取り巻く経営環境は、一層厳しさを増

していくものと予想される。

このような状況を踏まえ、今後の経営に当たっては、引き続き有収率

の向上や経常経費の節減など効率的な事業運営を進めていくことが重要

である。

特に、令和５年度の有収率 ％は、令和４年度の類似都市平均値

％を ポイント下回っている状況である。このことから、漏水等

の早期発見のため、市内全域の人工衛星画像データと管路情報をＡＩ（人

工知能）で解析することにより、漏水の可能性がある区域を抽出するな

どの新たな漏水防止対策事業の実施により、漏水調査に係る経費削減と

有収率の向上に努められたい。

また、将来にわたって収支のバランスを維持し、水道事業の経営を安

定的に継続するための長期的視野に立った資産管理計画となる「アセッ

トマネジメント計画」の策定が求められているところであり、人口減少

に伴う料金収入の減収見通しを踏まえ、ＡＩによる水道管劣化診断によ

り更新費用を削減することで投資額（建設改良費）と企業債借入額の抑

制を図り、持続可能な水の供給体制の在り方についての検討を進められ

たい。

加えて、能登半島地震に伴う水道施設の甚大な被害を踏まえ、本市の

水道施設の耐震化や応急給水体制の整備など、激甚化する自然災害に対
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する防災対策についても着実に推進されたい。

水道は、市民生活に欠かすことのできない重要なライフラインであり、

市民に安全でおいしい水を将来にわたり継続的かつ安定的に供給するこ

とが不可欠であることから、引き続き、防災対策を着実に推進するとと

もに、的確な財政見通しのもと、柔軟かつ適切な事業展開を図りながら、

経営基盤の強化と安定的な事業運営に取り組まれるよう望むものである。

以 上
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別表１  業務実績表

増  減 増減率(%)

行政区域内人口 △ 2,963 △ 1.8

計 画 給 水 人 口

給 水 人 口 △ 2,898 △ 1.7

給 水 件 数 △ 254 △ 0.3

導・送・配水管延長

職 員 数 △ 1 △ 1.4

経常
費用

－
受託

工事費
＋
売却
原価

－
長期前受
金戻入

（注）給水原価は、下水道事業会計負担金及び徴収事務負担金を控除している。併せて、令和４年度は、電力価
　　　格高騰対策に係る一般会計補助金を控除している。

(Ｄ)
１㎥当たり給水原価 円 △ 1.60 △ 1.1

総費用

(Ｄ)

１㎥当たり供給単価 円
給水収益

(Ｄ)

△ 5.42 △ 2.7
 総収益

(Ｄ)

１ ㎥ 当 た り 費 用 円 △ 7.02 △ 3.9

ｍ

人

１ ㎥ 当 た り 収 益 円

(Ｄ)
×100

(Ｃ)

１ 日 最 大 給 水 量 ｍ △ 5,989 △ 9.3

有 収 率 ％ △ 0.9 －

△ 0.3

年間有収水量 ｍ △ 226,331 △ 1.3

件

年 間 給 水 量 ｍ △ 66,371

－
(Ｂ)

×100
(Ａ)

人

人

人

普 及 率 ％

区        分 単位 ５年度 ４年度
対前年度比較

備          考
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別表２  損益計算書前年度比較表

　収    　益    　の    　部

５年度 ４年度

1　営業収益 △ 132,834,938 △ 4.1

 (1) 給水収益 △ 17,758,972 △ 0.6

       水道料金 △ 17,758,972 △ 0.6

 (2) 受託工事収益 △ 835,033 △ 64.4

       受託工事収益 △ 835,033 △ 64.4

 (3) 一般会計負担金 △ 1,919,500 △ 29.4

       一般会計負担金 △ 1,919,500 △ 29.4

 (4) 下水道事業会計負担金 △ 6,071,865 △ 2.8

       下水道事業会計負担金 △ 6,071,865 △ 2.8

 (5) その他の営業収益 △ 106,249,568 △ 58.0

       加入金

       手数料

       徴収事務負担金 △ 799,953 △ 2.6

       国県補助金 △ 689,000 △ 5.1

    ▲一般会計補助金 △ 111,100,000

2　営業外収益 △ 4,585,187 △ 2.1

 (1) 受取利息及び配当金

       預金利息

       貸付金利息

 (2) 一般会計負担金 △ 646,368 △ 10.3

       一般会計負担金 △ 646,368 △ 10.3

 (3) 一般会計補助金 △ 223,547 △ 4.2

       一般会計補助金 △ 223,547 △ 4.2

 (4) 長期前受金戻入 △ 1,137,267 △ 0.6

       受贈財産評価額戻入

       国県補助金戻入 △ 947,424 △ 1.9

       一般会計負担金戻入 △ 83,256 △ 0.2

       工事負担金戻入 △ 781,323 △ 3.2

       一般会計補助金戻入

       その他長期前受金戻入

 (5) 雑収益 △ 2,676,024 △ 12.2

       不用品売却収益 △ 1,128,113 △ 15.5

       交付金 △ 41,496 △ 0.5

       その他雑収益 △ 1,506,415 △ 24.9

合                 計 △ 137,420,125 △ 4.0

(単位　円)

区　　　分
金    額 構成比(％) 対 前 年 度 比 較

５年度 ４年度 増  減  額 増減率(％)
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　費    　用   　 の    　部

５年度 ４年度

1　営業費用 △ 153,351,591 △ 5.3

 (1) 原水及び浄水費　 △ 128,474,470 △ 14.9

 (2) 配水費 △ 11,078,272 △ 5.8

 (3) 給水費 △ 8,068,759 △ 5.9

 (4) 受託工事費 △ 658,000 △ 63.7

 (5) 業務費 △ 577,939 △ 0.3

 (6) 総係費

 (7) 減価償却費

 (8) 資産減耗費 △ 23,388,743 △ 38.7

2　営業外費用 △ 26,701,256 △ 14.4

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 14,346,032 △ 8.4

       企業債利息 △ 14,346,032 △ 8.4

 (2) 雑支出 △ 12,355,224 △ 88.2

       不用品売却原価

       その他雑支出 △ 12,571,384 △ 96.4

3　特別損失

 (1) 災害による損失

 (2) その他特別損失

合                 計 △ 160,543,951 △ 5.2

当  年  度  純  損  益

(単位　円)

区　　　分
金    額 構成比(％) 対 前 年 度 比 較

５年度 ４年度 増  減  額 増減率(％)
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別表３  費用使途別比率表

  物   件   費

金

 (1)原水及び浄水費

 (2)配水費

 (3)給水費

 (4)受託工事費

 (5)業務費

 (6)総係費

 (7)減価償却費

 (8)資産減耗費

2  営業外費用

 (1)支払利息及び企業債取扱諸費

 (2)雑支出

3　特別損失

 (1)災害による損失

 (2)その他特別損失

合          計

1　営業費用

５年度 ４年度 ５年度 ４年度 (％) ５年度

区　　　分

人    件    費

金    額 構成比(％) 対 前 年
度 比 率
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額

５年度 ４年度 (％)４年度 ５年度 ４年度 (％) ５年度 ４年度

対 前 年
度 比 率

金    額 構成比(％) 対 前 年
度 比 率

(単位　円)

    ・  そ  の  他  の  経  費 計

構成比(％)
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別表４  費用節別比率表

給 料

手 当 等

賞 与 引 当 金 繰 入 額

報 酬

法 定 福 利 費

法定福利費引当金繰入額

旅 費

報 償 費

被 服 費

備 消 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

材 料 費

工 事 請 負 費

薬 品 費

動 力 費

交 際 費

研 修 費

修 繕 費

賃 借 料

下 水 道 使 用 料

手 数 料

委 託 料

営

業

費

用

広 告 料

５年度 ４年度 ５年度 ４年度 比率(％)

(単位　円)

区　　　分
金      額 構成比(％) 対前年度
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厚 生 費

負 担 金

保 険 料

補 償 金

交 付 金 及 び 補 助 金

量 水 器 取 替 費

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

雑 費

有形固定資産減価償却費

無形固定資産減価償却費

固 定 資 産 除 却 費

計

企 業 債 利 息

不 用 品 売 却 原 価

旅 費

燃 料 費

賃 借 料

計

合          計

特
　
別
　
損
　
失

修 繕 費

委 託 料

備 消 品 費

手 当 等

計

そ の 他 雑 支 出

４年度 ５年度 ４年度 比率(％)

営

業

費

用

営
業
外
費
用

５年度

(単位　円)

区　　　分
金      額 構成比(％) 対前年度
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別表５  貸借対照表前年度比較表

資      産      の      部

５年度 ４年度

1 固定資産

 (1) 有形固定資産

       土地

       建物

       構築物 △ 293,778,491 △ 2.6

       配水管

       機械及び装置

       量水器

       車両運搬具 △ 2,149,979 △ 12.1

       工具器具及び備品 △ 1,549,269 △ 3.7

       建設仮勘定

 (2) 無形固定資産 △ 3,089,900 △ 19.3

　　　 電話加入権

　　　 その他無形固定資産 △ 3,089,900 △ 20.0

 (3) 投資

       出資金

2 流動資産 △ 387,897,064 △ 15.1

 (1) 現金預金 △ 381,185,183 △ 18.1

 (2) 未収金 △ 9,790,615 △ 2.4

 　  貸倒引当金 △ 1,262,668 △ 1,333,602 △ 5.3

 (3) 保管有価証券

 (4) 貯蔵品

 (5) 前払金

資   産   合   計

５年度 ４年度 増  減  額 増減率(％)

(単位　円)

区　　　分
金    額 構成比(％) 対 前 年 度 比 較
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負   債   ・   資   本   の   部

５年度 ４年度

3 固定負債

 (1) 企業債

4 流動負債

 (1) 企業債 △ 79,409,512 △ 7.2

 (2) 未払金

 (3) 未払費用

 (4) 預り有価証券

（5）引当金 △ 1,301,809 △ 2.7

       賞与引当金 △ 1,275,700 △ 3.1

　　   法定福利費引当金 △ 26,109 △ 0.3

（6）その他流動負債 △ 14,379,744 △ 5.4

5 繰延収益 △ 78,936,533 △ 2.0

 (1) 長期前受金

　　 収益化累計額 △ 4,946,870,594 △ 4,798,808,275 △14.6 △14.4 △ 148,062,319

負   債   合   計

6 資本金

 (1) 資本金

7 剰余金 △ 48,722,639 △ 2.5

 (1) 資本剰余金

　  　 再評価積立金

       受贈財産評価額

       建設補助金

       国県補助金

       工事負担金

       一般会計補助金

       その他資本剰余金

 (2) 利益剰余金 △ 48,722,639 △ 3.6

       当年度未処分利益
       剰余金

△ 48,722,639 △ 3.6

       ・当年度純利益

       ・前年度繰越利益
         剰余金

       ・その他未処分利
         益剰余金変動額

△ 71,846,465 △ 17.7

資   本   合   計

負 債・資 本 合 計

構成比(％) 対 前 年 度 比 較

５年度 ４年度 増  減  額 増減率(％)

(単位　円)

区　　　分
金    額
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別表６　財務分析表　

５年度 ４年度

％ ％

％ ％

回 回

当年度貯蔵品消費額(4)

％ ％

％ ％

％ ％

当年度減価償却費－長期前受金戻入

(注)

(6) 営業収益＋営業外収益－(下水道事業会計負担金＋徴収事務負担金＋電力価格高騰対策に係る　一般会計補助金（４年度に限る。））
(7) 営業費用＋営業外費用－(下水道事業会計負担金＋徴収事務負担金＋電力価格高騰対策に係る　一般会計補助金（４年度に限る。）)

各算式に用いた用語は、次のとおりである。
(1) 固定資産＋流動資産
(2) 負債＋資本
(3) 資本金＋剰余金＋繰延収益
(4) 期首貯蔵品＋当年度購入額＋当年度発生額－期末貯蔵品
(5) 有形固定資産＋無形固定資産－(土地＋建設仮勘定＋電話加入権)

給水収益

企業債元利償還金
対料金収入比率

企業債元利償還金
×100

給水収益

企業債償還元金
×100

給水収益

企業債利息対
料金収入比率

企業債利息
×100

×100
平均負債(9)

企業債償還元金
対減価償却費比率

企業債償還元金
×100

そ
の
他

利子負担率
支払利息(8)

企業債償還元金
対料金収入比率

経常費用(7)

営業収支比率
営業収益－受託工事収益

×100
営業費用－受託工事費

経常収支比率
経常収益(6)

×100

平均総資本

総収支比率
総収益

×100
総費用

期末償却資産(5)+当年度減価償却費

収
益
率

総資本利益率
当年度純損益

×100

減価償却率
当年度減価償却費

×100

貯蔵品回転率
平均貯蔵品

営業収益－受託工事収益
平均流動資産

未収金回転率
営業収益－受託工事収益

平均営業未収金

平均自己資本

固定資産回転率
営業収益－受託工事収益

平均固定資産

回
転
率

９ 自己資本回転率
営業収益－受託工事収益

流動資産回転率

８ 現金比率
現金預金

×100
流動負債

流動負債

７ 酸性試験比率
現金預金＋未収金

×100
流動負債

自己資本＋固定負債

６ 流動比率
流動資産

×100

×100
自己資本

５
固定資産
対長期資本比率

固定資産
×100

財
務
比
率

４ 固定比率
固定資産

３ 自己資本構成比率
自己資本(3)

×100
総資本

総資産(1)

２ 固定負債構成比率
固定負債

×100
総資本(2)

区　　　           　分 　　算          式

構
成
比
率

１ 固定資産構成比率
固定資産

×100
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　　(8) 収益的支出に係る企業債利息＋資本的支出に係る企業債利息
　　(9) 負債(再建債＋企業債＋他会計借入金＋一時借入金)

(6) 営業収益＋営業外収益－(下水道事業会計負担金＋徴収事務負担金＋電力価格高騰対策に係る　一般会計補助金（４年度に限る。））
(7) 営業費用＋営業外費用－(下水道事業会計負担金＋徴収事務負担金＋電力価格高騰対策に係る　一般会計補助金（４年度に限る。）)

　給水収益に対する企業債利息の割合であり、経営状態を表すものである。

　給水収益に対する企業債元利償還金の割合であり、経営状態を表すものである。

　給水収益に対する企業債償還元金の割合であり、経営状態を表すものである。

　負債に対する支払利息の割合であり、平均利率を表すものである。

　減価償却費に対する企業債償還元金の割合であり、企業債償還能力を表すものである。

　経常費用に対する経常収益の割合であり、経営の安定性を表すものである。

　営業費用に対する営業収益の割合であり、収益性を表すものである。

　総資本に対する純利益の割合であり、収益性を表すものである。

　総費用に対する総収益の割合であり、経営の安定性を表すものである。

　固定資産の帳簿価額に対する減価償却費の割合であり、固定資産に投下された資本の回収状況を表す
　ものである。

　貯蔵品に対する貯蔵品消費額の割合であり、貯蔵品管理の巧拙を表すものである。

　流動資産に対する営業収益の割合であり、流動資産の利用状況を表すものである。

　営業未収金に対する営業収益の割合であり、未収金の回収状況を表すものである。

　自己資本に対する営業収益の割合であり、資本の利用状況を表すものである。

　固定資産に対する営業収益の割合であり、固定資産の利用状況を表すものである。

　に対する支払能力を表すものである。

　流動負債に対する現金預金の割合であり、当座の支払能力を表すものである。

　流動負債に対する流動資産の割合であり、短期債務に対する支払能力を表すものである。

　流動資産のうち現金預金及び容易に現金化しうる未収金等の流動負債に対する割合であり、短期債務

　固定資産の調達が、自己資本と固定負債の範囲内で行われているかどうかを示すもので、事業の安定
　性を表すものである。

　自己資本がどの程度固定資産に投下されているかを示すもので、資金の安定性を表すものである。

　営の安全性を表すものである。
　総資本（負債＋資本）とこれを構成する自己資本（自己資本＋剰余金）の関係を示すもので、経営の
　安全性を表すものである。

　総資産に対する固定資産の占める割合であり、資産構成の適正度を表すものである。

　総資本（負債＋資本）とこれを構成する固定負債（固定負債＋借入資本金）の関係を示すもので、経

備            　　　考
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別表７  経営分析比較表

固 定 資 産
使 用 効 率

経常費用－
(受託工事費
＋売却原価)

－
長期前受
金戻入

職員１人当たり
給 水 人 口

職員１人当たり
有 収 水 量

職員１人当たり
営 業 収 益

千円
営業収益

損益勘定所属職員

ｍ

年間有収水量

損益勘定所属職員

×100
給水原価

人
現在給水人口

損益勘定所属職員

料 金 回 収 率 ％
供給単価

給 水 原 価 円/ｍ
年間有収水量

供 給 単 価 円/ｍ

給水収益

年間有収水量

ｍ /万円

年間給水量

有形固定資産

配水管使用効率 ｍ /ｍ

年間給水量

導・送・配水管延長

×100
１日給水能力

有 収 率 ％
年間有収水量

×100
年間給水量

最 大 稼 働 率 ％
１日最大給水量

×100
１日最大給水量

施 設 利 用 率 ％
１日平均給水量

×100
１日給水能力

負 荷 率 ％
１日平均給水量

区 分 単位 ５年度 ４年度

給水人口15万
人以上30万人
未満の都市の
平均(４年度)

算　　　　式
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下 水 道 事 業 会 計

１ 業務実績について

本年度の業務実績は、別表１｢業務実績表｣のとおりであるが、その主なものは次

表のとおりである。

区 分 単位 ５年度 ４年度
対前年度比較

増 減 増減率 ％

処
理
区
域

水 洗 化 人 口 人 △ △

水 洗 化 戸 数 戸 △ △

水
洗
化
率

人 口 ％ 
戸 数 ％ 

年 間 処 理 水 量 ㎥

年 間 有 収 水 量 ㎥ △ △

有 収 率 ％ △

管 渠 延 長 ｍ

本年度末の水洗化戸数は 戸と、前年度に比較し 戸 ％ の減少とな

り、水洗化率は ％と前年度に比較し、変化はない。

年間処理水量 ㎥のうち有収水量は ㎥であり、有収率は

％と前年度に比較し ポイント減少している。

なお、管渠延長は ｍと、前年度に比較し ｍ増加している。

２ 予算執行状況について

（１）収益的収支

ア 収益的収入

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

５年度 ４年度 増減額 率 ％

下水道事業収益 △ △

営業収益 △ △

営業外収益

特別利益

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で、執行率は ％

となっている。

決算額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは、主

に営業収益の下水道使用料が減少したことによるものである。
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イ 収益的支出

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

５年度 ４年度 増減額 率 ％

下水道事業費用

営業費用 △ △

営業外費用 △ △

予備費

特別損失

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で、執行率は

％となっている。

なお、不用額 １億 万 千円を生じているが、この主なものは、処理場費、

消費税及び地方消費税である。

決算額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、主

に災害による損失が発生したことによるものである。

（２）資本的収支

ア 資本的収入

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

５年度 ４年度 増減額 率 ％

下水道事業資本的収入

企業債

国県補助金

負担金 △ △

予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で 億

万円下回り、執行率は ％となっている。

なお、予算額には地方公営企業法第 条の規定による繰越額に係る財源充当

額 億 万 千円が含まれている。

決算額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、

主に企業債の増加によるものである。

イ 資本的支出

（単位 千円）

区 分 予算額
決 算 額 決算額の対前年度比較 執行率 ％

５年度 ４年度 増減額 率 ％

下水道事業資本的支出 △ △

建設改良費

雨水対策費 △ △

企業債償還金 △ △

４ 予備費

５ 災害復旧費
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予算額 億 万 千円に対し、決算額は 億 万 千円で、執行率は

％となっており、予算残額のうち 億 万 千円を翌年度に繰り越し

ている。

なお、予算額には地方公営企業法第 条の規定による繰越額 億 万 千円

が含まれている。

決算額は、前年度に比較し 万円 ％ 減少している。これは主に、建設

改良費、災害復旧費は増加したが、雨水対策費、企業債償還金が減少したこと

によるものである。

建設改良費の主なものは、池の川処理場中央監視制御設備改築工事費、河原

子中継ポンプ場受変電設備改築工事費である。

雨水対策費の主なものは、舟入川雨水管渠改築工事費である。

決算収支における資本的収入額 ６年度へ繰り越される支出の財源に充当す

る額 万 千円を除く。 億 万 千円が、資本的支出額 億 万 千

円に対し不足する額 億 万円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的

収支調整額 万 千円、繰越工事資金 万 千円、過年度分損益勘定留保

資金 億 万 千円、当年度分損益勘定留保資金 億 万 千円及び減債

積立金 億 万 千円で補填している。

３ 経営成績について

総収益 億 万 千円に対し、総費用は 億 万 千円で、純利益は 億

万 千円となっている。

なお、収益及び費用の前年度との比較は、別表２｢損益計算書前年度比較表｣、別

表３｢費用使途別比率表」、別表４「費用節別比率表｣のとおりであり、純損益の最近

５箇年の推移は次表のとおりである。

（単位 千円）

区 分 ５年度 ４年度 ３年度 ２年度 元年度対前年度比較

増減額 率 ％

営 業 収 益 △ △

営業外収益

特 別 利 益

総 収 益 △ △

営 業 費 用 △ △

営業外費用 △ △

特 別 損 失

総 費 用

純 損 益 △ △

「
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（１）収益の状況

ア 営業収益

営業収益は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減

少している。

営業収益の主なものは、下水道使用料 億 万 千円のほか、水質規制、

水洗化普及・助成、雨水施設の維持管理及び不明水処理に要する経費に対する

一般会計負担金 万 千円である。

イ 営業外収益

営業外収益は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加

している。

営業外収益の主なものは、長期前受金戻入 億 万 千円、雨水対策事業

等の企業債利息に対する一般会計負担金 万 千円である。

ウ 特別利益

特別利益は 万 千円で、前年度に比較し皆増となっている。これは、災

害による固定資産の除却に伴い、過去に財源として受け入れた国県補助金等の

長期前受金の戻入によるものである。

（２）下水道使用料の推移

（単位 千円、千㎥）

区 分 ５年度 ４年度 ３年度 ２年度 元年度対前年度比較

増減額 率 ％

下水道使用料 △ △

年間有収水量 △ △

下水道使用料の推移をみると、減少傾向にあり、本年度決算についても前年

度比 万 千円 ％ 減の 億 万 千円となった。

（３）費用の状況

ア 営業費用

営業費用は 億 万円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少し

ている。これは主に、ポンプ場費、減価償却費が増加したものの、処理場費が

減少したことによるものである。

営業費用の主なものは、人件費 億 万 千円のほか、減価償却費 億

万 千円、処理場・ポンプ場の維持管理費 億 万 千円、流域下水道管

理運営費負担金 億 万 千円である。
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イ 営業外費用

営業外費用は 億 万円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少

している。これは、主に企業債利息の減少によるものである。

営業外費用の主なものは、支払利息及び企業債取扱諸費 億 万円であ

る。

ウ 特別損失

特別損失は 万 千円で、前年度に比較し皆増となっている。これは、令

和５年台風 号に伴う豪雨により被災した池の川処理場等の清掃、汚水・汚泥

運搬業務委託などに要した経費によるものである。

（４）性質別費用の推移

（単位 千円）

区 分 ５年度 ４年度 ３年度 ２年度 元年度
指数 （元年度＝ ）

５年度 ４年度 ３年度 ２年度

人 件 費

委 託 料

修 繕 費

動 力 費

薬 品 費

負 担 金

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

企 業 債 利 息

そ の 他

災害による損失 － － － － － － － －

合 計

費用を性質別にみると、主に委託料、資産減耗費及び動力費が前年度に比べ減

少している。また、企業債利息は、主に借入残高が減少したことにより減少して

いる。一方、費用増加の主なものは、修繕費、減価償却費及び災害による損失 皆

増 となっている。

（５）有収水量１㎥当たりの原価

ア 処理原価の状況

有収水量１㎥当たりの処理原価は 円 銭で、前年度に比較し 円 銭

％ 増加している。
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（ア）部門別処理原価

（単位 円）

区 分
５年度 ４年度 対前年度比較

金 額 構成比 ％ 金 額 構成比 ％ 増減額 増減率 ％

管 渠 費 △ △

ポ ン プ 場 費

処 理 場 費

普 及 促 進 費

排 水 設 備 費

業 務 費 △ △

総 係 費 △ △

流 域 下 水 道 管 理 運 営 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費 △ △

支払利息及び企業債取扱諸費 △ △

そ の 他

合 計

注 処理原価は、経常費用から処理原価対象外経費を控除している。併せて、令和４年度は、電力価格高騰対策

に係る一般会計補助金を控除している。減価償却費は、営業外収益の長期前受金戻入を控除している。

（イ）目的別処理原価

（単位 円）

区 分
５年度 ４年度

金 額 構成比 ％

３年

度

対前年度比較

金 額 構成比 ％ 金 額 構成比 ％ 増減額 増減率 ％

職 員 給 与 費

委 託 料 △ △

修 繕 費

動 力 費

薬 品 費

流域下水道維持管理負担金

そ の 他 △ △

維持管理費 計

企 業 債 利 息 等 △ △

減 価 償 却 費

資本費 計 △ △

合 計

注 職員給与費には、児童手当、退職手当負担金が含まれていない。
 令和４年度は、電力価格高騰対策に係る一般会計補助金を控除している。 
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イ 使用料単価と処理原価の比較

最近５箇年の有収水量１㎥当たりの使用料単価と処理原価を比較すると、次

表のとおりである。

（単位 円）

区 分 ５年度 ４年度 ３年度 ２年度 元年度 
使 用 料 単 価 （Ａ）

処 理 原 価 （Ｂ）

比 較 （ Ａ ） － （ Ｂ ） △

注 処理原価については、令和４年度は、電力価格高騰対策に係る一般会計補助金を控除している。併せて、令

和４年度以降は、処理原価の算定において一般会計補助金戻入額（財源不足繰入分）を含めていない。

使用料単価は前年度に比較し 銭 ％ 増加の 円 銭、処理原価は

円 銭 ％ 増加の 円 銭となっている。その結果、使用料単価から処理

原価を差し引いた額は、前年度から 銭減少し 銭の不足となっている。

（６）経営指標

（単位 ％）

区 分 ５年度 ４年度 ３年度 ２年度 元年度

経 常 収 支 比 率

経 費 回 収 率

ア 経常収支比率

経営の健全性を示す経常収支比率は ％で、下水道使用料の減少等に

より、前年度に比較し ポイント下回っている。

イ 経費回収率

使用料水準の妥当性を示す経費回収率は ％で、下水道使用料の減少及

び豪雨災害により被災した施設の維持管理経費の一時的な増加により、前年度

に比較し ポイント下回っている。

４ 財政状況について

（１）貸借対照表

本年度末における財政状況を前年度と比較すると、別表５｢貸借対照表前年度比

較表｣のとおりである。

ア 資産

資産総額は 億 万 千円で、その構成は、固定資産 億 万円

千円 ％ 、流動資産 億 万 千円 ％ である。

（ア）固定資産

有形固定資産は、本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億

万 千円 ％ 減少している。これは、構築物の減少によるものである。

有形固定資産の主なものは、構築物 億 万 千円で ％を占め

ている。



－ 106 －
 

無形固定資産は、本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億

万 千円 ％ 減少している。これは、施設利用権 那珂久慈流域下水道施

設利用権及び広域汚泥焼却炉施設利用権 の減価償却によるものである。

投資は、本年度末 万円で、地方公共団体金融機構への出資である。

（イ）流動資産

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増

加している。これは、主に現金預金が 億 万 千円 ％ 増加したこ

とによるものである。

流動資産の主なものは、現金預金 億 万 千円、未収金 億 万

千円である。また、貸倒引当金として 万 千円を計上している。

なお、主な未収金は、下水道使用料 億 万 千円である。

イ 負債・資本

負債・資本の総額は 億 万 千円で、その構成は、固定負債 億

万 千円 ％ 、流動負債 億 万 千円 ％ 、繰延収益 億

万 千円 ％）、資本金 億 万 千円 ％ 、剰余金 億 万 千

円 ％ である。

（ア）固定負債

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

減少している。これは、企業債の減少によるもので、固定負債の主なものは、

企業債 億 万 千円である。

（イ）流動負債

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 増

加している。これは、未払金が 億 万 千円 ％ 増加したことによ

るものである。

流動負債の主なものは、企業債 億 万 千円、未払金 億 万円、

引当金 万 千円である。

（ウ）繰延収益

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

減少している。これは、長期前受金を償却した収益化累計額が増加したこと

によるものである。

（エ）資本金

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万円 ％ 増

加している。これは、企業債償還金の財源として使用した利益剰余金を、資

本金に組み入れたことによるものである。
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無形固定資産は、本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億

万 千円 ％ 減少している。これは、施設利用権 那珂久慈流域下水道施

設利用権及び広域汚泥焼却炉施設利用権 の減価償却によるものである。

投資は、本年度末 万円で、地方公共団体金融機構への出資である。

（イ）流動資産

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増

加している。これは、主に現金預金が 億 万 千円 ％ 増加したこ

とによるものである。

流動資産の主なものは、現金預金 億 万 千円、未収金 億 万

千円である。また、貸倒引当金として 万 千円を計上している。

なお、主な未収金は、下水道使用料 億 万 千円である。

イ 負債・資本

負債・資本の総額は 億 万 千円で、その構成は、固定負債 億

万 千円 ％ 、流動負債 億 万 千円 ％ 、繰延収益 億

万 千円 ％）、資本金 億 万 千円 ％ 、剰余金 億 万 千

円 ％ である。

（ア）固定負債

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

減少している。これは、企業債の減少によるもので、固定負債の主なものは、

企業債 億 万 千円である。

（イ）流動負債

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 増

加している。これは、未払金が 億 万 千円 ％ 増加したことによ

るものである。

流動負債の主なものは、企業債 億 万 千円、未払金 億 万円、

引当金 万 千円である。

（ウ）繰延収益

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

減少している。これは、長期前受金を償却した収益化累計額が増加したこと

によるものである。

（エ）資本金

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万円 ％ 増

加している。これは、企業債償還金の財源として使用した利益剰余金を、資

本金に組み入れたことによるものである。

 

（オ）剰余金

本年度末 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少

している。これは、主に当年度純利益の減少によるものである。

剰余金のうち資本剰余金は、本年度末 億 万 千円で前年度と同額で

あり、主なものは、受贈財産評価額 万 千円、国県補助金 万 千

円である。

また、利益剰余金は、本年度末 億 万円で、当年度未処分利益剰余金

である。

（２）企業債の状況

（単位 千円）

区 分 ５年度 ４年度 ３年度 ２年度 元年度
指数 （元年度＝ ）

５年度 ４年度 ３年度 ２年度

期末残高

借 入 額

償 還 額

年度末の残額は、固定負債と流動負債の企業債を合わせた 億 万円で、

前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。

５ 資金収支の状況について

本年度末残高は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

増加している。

これは、本年度において、建設改良等の投資活動により 億 万 千円減少し、

企業債償還等の財務活動により 億 万 千円減少したが、当年度純利益や減価

償却費等の業務活動により 億 万 千円増加したことによるものである。

（単位 千円）

区 分 ５年度 ４年度 対前年度増減額

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー △ △

財務活動によるキャッシュ・フロー △ △

資金期首残高 △

資金期末残高
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む す び

令和５年度下水道事業会計の決算は、総収益 億 万 千円に対

し、総費用は 億 万 千円で、差し引き 億 万 千円の純利

益が生じており、 年連続で総収益が総費用を上回る黒字決算となって

いる。

業務実績をみると、年度末の水洗化戸数は 戸となり、前年度よ

り 戸（ ％）減少し、水洗化率は ％となっている。

また、水洗化人口は 人と前年度より 人（ ％）減少

しており、年間の処理水量は ㎥と前年度より ㎥

（ ％）の増加となっている。

一方、有収水量は ㎥と前年度に比べ ㎥（ ％）

の減少となり、この結果、年間処理水量に対する有収水量の割合である

有収率は、前年度から ポイント下回る ％となっている。

また、下水道使用料は前年度と比較して 万 千円（ ％）の減

となっている。

建設改良事業については、将来にわたって下水道施設の修繕・改築等

を最適化するための長期的視野に立った資産管理計画となる「日立市下

水道ストックマネジメント計画」などに基づく国庫補助事業として、池

の川処理場の中央監視制御設備改築工事及び河原子中継ポンプ場の受変

電設備改築工事を実施するとともに、管渠施設の安全確保を図るため、

老朽管渠の改築並びに耐震化工事に取り組んだ。

また、雨水対策事業については、舟入川及び雨降川排水区における雨

水管渠改築工事を実施した。なお、全体の事業費は、前年度と比較し

万 千円（ ％）増の 億 万円となっている。

加えて、令和５年台風 号に伴う豪雨により被災した汚水処理施設及

び管渠の災害復旧費 億 万 千円のうち、池の川処理場機械設備

復旧工事等 億 万 千円を繰り越している。

経営状況をみると、総収益については、下水道使用料の減などにより、

前年度と比較し 万 千円（ ％）減少している。

一方、総費用については、令和５年台風 号に伴う災害復旧費などを
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む す び

令和５年度下水道事業会計の決算は、総収益 億 万 千円に対

し、総費用は 億 万 千円で、差し引き 億 万 千円の純利

益が生じており、 年連続で総収益が総費用を上回る黒字決算となって

いる。

業務実績をみると、年度末の水洗化戸数は 戸となり、前年度よ

り 戸（ ％）減少し、水洗化率は ％となっている。

また、水洗化人口は 人と前年度より 人（ ％）減少

しており、年間の処理水量は ㎥と前年度より ㎥

（ ％）の増加となっている。

一方、有収水量は ㎥と前年度に比べ ㎥（ ％）

の減少となり、この結果、年間処理水量に対する有収水量の割合である

有収率は、前年度から ポイント下回る ％となっている。

また、下水道使用料は前年度と比較して 万 千円（ ％）の減

となっている。

建設改良事業については、将来にわたって下水道施設の修繕・改築等

を最適化するための長期的視野に立った資産管理計画となる「日立市下

水道ストックマネジメント計画」などに基づく国庫補助事業として、池

の川処理場の中央監視制御設備改築工事及び河原子中継ポンプ場の受変

電設備改築工事を実施するとともに、管渠施設の安全確保を図るため、

老朽管渠の改築並びに耐震化工事に取り組んだ。

また、雨水対策事業については、舟入川及び雨降川排水区における雨

水管渠改築工事を実施した。なお、全体の事業費は、前年度と比較し

万 千円（ ％）増の 億 万円となっている。

加えて、令和５年台風 号に伴う豪雨により被災した汚水処理施設及

び管渠の災害復旧費 億 万 千円のうち、池の川処理場機械設備

復旧工事等 億 万 千円を繰り越している。

経営状況をみると、総収益については、下水道使用料の減などにより、

前年度と比較し 万 千円（ ％）減少している。

一方、総費用については、令和５年台風 号に伴う災害復旧費などを

特別損失として計上した影響により 万 千円（ ）増加してい

る。この結果、純利益は、前年度と比較し 万 千円（ ％）減

少している。

また、経営指標については、経営の健全性を示す経常収支比率が、

％であり、前年度より ポイント下回っているが、 ％を超

えていることから、引き続き経営の健全性を維持している状況にあると

いえる。

なお、キャッシュ・フロー計算書をみると、老朽化施設の改築等に対

する国庫補助金により、企業債の借入れが抑制されており、企業債残高

は、前年度より 億 万 千円減の 億 万円となっている。

以上が令和５年度の経営内容であるが、今後の下水道事業を展望する

と、収入の面においては、水道事業と同様に、人口減少などにより汚水

処理水量が年々減少し、事業収益の根幹である下水道使用料収入の減収

を避けるのは難しい状況である。

一方で、支出の面においては、資材価格の高騰などによる工事価格上

昇の影響に加え、下水道施設の老朽化の進行により、修繕・更新費用の

増加が見込まれるなど、下水道事業を取り巻く経営環境は一層厳しさを

増すことが予想される。

このような状況を踏まえ、今後の経営に当たっては、引き続き経常経

費の節減など効率的な事業運営を進めていくことが重要である。

また、能登半島地震に伴う下水道施設の甚大な被害を踏まえると、施

設の被災は、市民生活に大きな影響を及ぼす恐れがあることから、今後、

激甚化する自然災害への対応についても着実に推進されたい。

本市においても、令和５年台風１３号の豪雨による浸水で処理施設の

電気・機械設備に多大な被害を被ったところである。今後は、処理施設

の耐水化に向けた取組を着実に進められたい。

最後に、下水道施設の老朽化の進行に伴う事業量の増大に対し、汚水

処理体制の在り方について、官民連携に向けた検討が求められていると

ころであるが、本市においても、下水道の機能・サービスの水準を持続

的に確保していくため、今後、こうした検討も併せて進められたい。

下水道は、快適な生活環境の確保や公共用水域の水質保全など、市民

生活や社会活動において重要なインフラの一つであることから、施設の
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防災対策を着実に推進するとともに、将来にわたり安定的なサービスの

提供ができるよう、引き続き、経営基盤の強化と健全で持続可能な事業

運営に取り組まれるよう望むものである。

以 上
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防災対策を着実に推進するとともに、将来にわたり安定的なサービスの

提供ができるよう、引き続き、経営基盤の強化と健全で持続可能な事業

運営に取り組まれるよう望むものである。

以 上
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別表１　業務実績表

増　減 増減率(％)

人 △ 2,963 △ 1.8

面 積

人 口 人 △ 2,100 △ 1.7

面 積

人 口 人 △ 2,093 △ 1.7

戸 数 戸 △ 357 △ 0.4

水 洗 化 人 口 人 △ 2,051 △ 1.6

水 洗 化 戸 数 戸 △ 336 △ 0.4

㎥

△ 251,974 △ 1.7

ｍ

人

総収益

総費用

使用料収入

処理原価

区　　分 単位 ５年度 ４年度
対前年度比較

備　　　　考

行 政 区 域 内 人 口

計
画
区
域

広域下水道区域・西部地
区を除いた計画区域

処
　
理
　
区
　
域

普
及
率

面 積 ％ － ×100

人 口 ％ － ×100

水
洗
化
率

人 口 ％ － ×100

戸 数 ％ － ×100

年 間 処 理 水 量

年 間 有 収 水 量 ㎥ ( )内は井戸水認定水量

有 収 率 ％ △ 1.9 － ×100

管 渠 延 長

職 員 数

１ ㎥ 当 た り 収 益 円

１ ㎥ 当 た り 費 用 円

１㎥当たり使用料単価 円

１㎥当たり処理原価 円
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別表２　損益計算書前年度比較表

収 益 の 部 （単位　円）

５年度 ４年度

1　営業収益 △ 55,604,430 △ 2.2

 (1) 下水道使用料 △ 30,694,496 △ 1.3

       下水道使用料 △ 30,694,496 △ 1.3

 (2) 一般会計負担金

       一般会計負担金

 (3) その他の営業収益 △ 32,779,490 △ 99.1

       手数料 △ 295,000 △ 50.0

       一般会計補助金 △ 32,484,490

2　営業外収益

 (1) 受取利息及び配当金 △ 738 △ 20.1

       預金利息 △ 738 △ 20.1

 (2) 一般会計負担金 △ 494,076 △ 2.0

       一般会計負担金 △ 494,076 △ 2.0

 (3) 長期前受金戻入

　　　 受贈財産評価額戻入

　　　 国県補助金戻入 △ 10,668,670 △ 1.5

　　　 一般会計負担金戻入

　　　 工事負担金戻入

　　　 受益者負担金戻入 △ 773,712 △ 0.8

　　　 一般会計補助金戻入 △ 1,951,862 △ 0.8

　　　 その他長期前受金戻入

 (4) 雑収益

       不用品売却収益 △ 31,000

       交付金

       その他雑収益

3　特別利益

 (1) その他特別利益

　　   その他特別利益

合　　　　　計 △ 24,439,306 △ 0.6

区　　　分
金　　　　　額 構成比(％) 対  前  年  度  比  較

５年度 ４年度 増　減　額 増減率(％)
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（単位　円） 費 　   用 　   の 　 　 部 （単位　円）

５年度 ４年度

1　営業費用 △ 16,982,945 △ 0.5

 (1) 管渠費　 △ 3,540,927 △ 2.9

 (2) 水質指導費

 (3) ポンプ場費

 (4) 処理場費 △ 17,647,224 △ 4.6

 (5) 普及促進費

 (6) 排水設備費

 (7) 業務費 △ 3,201,225 △ 2.6

 (8) 総係費 △ 7,182,741 △ 5.3

 (9) 流域下水道管理運営費

 (10)雨水施設費

 (11)減価償却費

 (12)資産減耗費 △ 13,089,458 △ 53.3

2　営業外費用 △ 19,292,849 △ 13.4

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 16,665,244 △ 12.0

       企業債利息 △ 16,665,852 △ 12.1

       長期借入金利息

       一時借入金利息 ‐ ‐ ‐

 (2) 雑支出 △ 2,627,605 △ 50.4

       その他雑支出 △ 2,627,605 △ 50.4

3　特別損失

 (1) 災害による損失

合　　　 　  　計

当 年 度 純 損 益 △ 59,508,433 △ 22.3

区　　　分
金　　　　　額 構成比(％) 対  前  年  度  比  較

５年度 ４年度 増  減  額 増減率(％)
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別表３　費用使途別比率表

    物  件  費

区　　　　分 金

1　営業費用

 (1) 管渠費

 (2) 水質指導費

 (3) ポンプ場費

 (4) 処理場費

 (5) 普及促進費

 (6) 排水設備費

 (7) 業務費

 (8) 総係費

 (9) 流域下水道管理運営費

 (10)雨水施設費

 (11)減価償却費

 (12)資産減耗費

2  営業外費用

支払利息及び企業債取扱諸費

 (2) 雑支出

3　 特別損失

 (1)災害による損失

合　　　　　計

５年度 ４年度 ５年度 ４年度 (％) 令和５年度

人　　　件　　　費

金　　　　額 構成比(％) 対前年
度比率
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（単位　円）

額

‐ ‐ ‐

‐ ‐ ‐

(％) ５年度 ４年度 ５年度 ４年度 (％)

対前年
度比率

４年度 ５年度 ４年度

  ・  そ  の  他  の  経  費 計

構成比(％) 対前年
度比率

金　　　　額 構成比(％)
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別表４　費用節別比率表

（単位　円）

給 料

手 当 等

賞 与 引 当 金 繰 入 額

報 酬

法 定 福 利 費

法定福利費引当金繰入額

旅 費

報 償 費

被 服 費

備 消 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

広 告 料

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

研 修 費

交 際 費

動 力 費

薬 品 費

材 料 費

営

　
　

業

　
　
費
　
　

用

区　　　　分
金            額

５年度 ４年度 ５年度 ４年度 比率(％)

構成比(％) 対前年度
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（単位　円） （単位　円）

食 糧 費

厚 生 費

負 担 金

保 険 料

補 償 金

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

雑 費

有形固定資産減価償却費

無形固定資産減価償却費

固 定 資 産 除 却 費

計

企 業 債 利 息

長 期 借 入 金 利 息

一 時 借 入 金 利 息

そ の 他 雑 支 出

計

手 当 等

備 消 品 費

委 託 料

固 定 資 産 除 却 費

計

区　　　　分
金            額 対前年度

５年度

構成比(％)

５年度 ４年度

合        計

比率(％)

特

別

損

失

営

業

外

費

用

４年度

営

　

業

　

費

　

用



－ 120 －

別表５　貸借対照表前年度比較表

資       産       の       部 （単位　円）

1 固定資産 △ 920,263,266 △ 2.1

 (1) 有形固定資産 △ 790,348,617 △ 1.9

       土地

       建物 △ 17,557,170 △ 3.2

       構築物 △ 578,071,456 △ 1.7

       機械及び装置 △ 155,052,241 △ 2.5

       車両運搬具 △ 1,074,304 △ 30.9

       工具器具及び備品 △ 348,761 △ 8.7

       建設仮勘定 △ 38,244,685 △ 3.5

 (2) 無形固定資産 △ 129,914,649 △ 11.0

       施設利用権 △ 129,914,649 △ 11.0

 (3) 投資

       出資金

2 流動資産

 (1) 現金預金

 (2) 未収金

     貸倒引当金 △ 1,335,046 △ 1,706,033 △ 21.7

 (3) 保管有価証券

 (4) 貯蔵品

 (5) 前払金 △ 41,360,000 △ 100.0

資     産     合     計 △ 730,937,599 △ 1.7

増減率(％)
区　　　分

金      額 構成比(％) 対 前 年 度 比 較

５年度 ４年度 ５年度 ４年度 増 減 額
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負   債   ・   資   本   の   部 （単位　円）

3 固定負債 △ 349,006,000 △ 4.3

 (1) 企業債 △ 349,006,000 △ 4.4

 (2) 他会計借入金

4 流動負債

 (1) 企業債 △ 137,332,059 △ 13.3

 (2) 未払金

 (3) 未払費用 △ 4,198,662 △ 81.6

 (4) 預り有価証券

 (5) 引当金

　　 　賞与引当金

 　　　法定福利費引当金

 (6) その他流動負債 △ 1,021,120 △ 19.3

5 繰延収益 △ 674,384,757 △ 2.8

 (1) 長期前受金

     収益化累計額 △ 33,624,735,339 △ 32,419,743,257 △78.4 △74.3 △ 1,204,992,082

負 債 合 計 △ 938,256,126 △ 2.8

6 資本金

 (1) 資本金

7 剰余金 △ 31,140,893 △ 6.8

 (1) 資本剰余金

       受贈財産評価額

       国県補助金

       受益者負担金

       一般会計補助金

 (2) 利益剰余金 △ 31,140,893 △ 9.7

　　　 当年度未処分利益剰
余金

△ 31,140,893 △ 9.7

       ・当年度純利益 △ 31,140,893 △ 9.7

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計 △ 730,937,599 △ 1.7

増減率(％)
区　　　分

金      額 構成比(％) 対 前 年 度 比 較

５年度 ４年度 ５年度 ４年度 増 減 額
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別表６　財務分析表　

５年度 ４年度

％ ％

％ ％

回 回

％ ％

％ ％

％ ％

(注)各算式に用いた用語は、次のとおりである。

(2) 負債＋資本
(3) 資本金＋剰余金＋繰延収益

区　　　           　分 　　算          式

構
成
比
率

１ 固定資産構成比率
固定資産

×100
総資産(1)

２ 固定負債構成比率
固定負債

×100
総資本(2)

３ 自己資本構成比率

４ 固定比率
固定資産

自己資本＋固定負債

自己資本(3)
×100

総資本

×100
自己資本

現金預金＋未収金
×100

流動負債

６ 流動比率
流動資産

×100
流動負債

７ 酸性試験比率

５
固定資産
対長期資本比率

固定資産
×100

平均自己資本

固定資産回転率
営業収益－受託工事収益

流動負債

回
転
率

９ 自己資本回転率
営業収益－受託工事収益

８ 現金比率
現金預金

×100

財
務
比
率

平均流動資産

未収金回転率
営業収益－受託工事収益

平均固定資産

流動資産回転率
営業収益－受託工事収益

平均営業未収金

減価償却率
当年度減価償却費

×100

平均総資本

総収支比率
総収益

期末償却資産(4)+当年度減価償却費

収
益
率

総資本利益率
当年度純損益

×100

×100
総費用

経常収支比率
経常収益

×100
経常費用

経費回収率
使用料収入

×100
汚水処理費

平均負債(5)

企業債償還元金
対減価償却費比率

企業債償還元金

営業費用－受託工事費

そ
の
他

利子負担率
支払利息

×100

営業収支比率
営業収益－受託工事収益

×100

下水道使用料

企業債利息
対料金収入比率

企業債利息

×100
当年度減価償却費－長期前受金戻入

企業債償還元金
対料金収入比率

企業債償還元金
×100

下水道使用料

(1) 固定資産＋流動資産

(4) 有形固定資産＋無形固定資産－(土地＋建設仮勘定＋地上権)
(5) 負債(再建債＋企業債＋他会計借入金＋一時借入金)

×100
下水道使用料

企業債元利償還金
対料金収入比率

企業債元利償還金
×100
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備            　　　考

　総資産に対する固定資産の占める割合であり、資産構成の適正度を表すものである。

　総資本（負債＋資本）とこれを構成する固定負債（固定負債＋借入資本金）の関係を示すもので、経

　営の安全性を表すものである。

　固定資産の調達が、自己資本と固定負債の範囲内で行われているかどうかを示すもので、事業の安定

　総資本（負債＋資本）とこれを構成する自己資本（自己資本＋剰余金）の関係を示すもので、経営の

　安全性を表すものである。

　自己資本がどの程度固定資産に投下されているかを示すもので、資金の安定性を表すものである。

　流動資産のうち現金預金及び容易に現金化しうる未収金等の流動負債に対する割合であり、短期債務

　に対する支払能力を表すものである。

　性を表すものである。

　流動負債に対する流動資産の割合であり、短期債務に対する支払能力を表すものである。

　流動負債に対する現金預金の割合であり、当座の支払能力を表すものである。

　自己資本に対する営業収益の割合であり、資本の利用状況を表すものである。

　固定資産に対する営業収益の割合であり、固定資産の利用状況を表すものである。

　流動資産に対する営業収益の割合であり、流動資産の利用状況を表すものである。

　営業未収金に対する営業収益の割合であり、未収金の回収状況を表すものである。

　固定資産の帳簿価額に対する減価償却費の割合であり、固定資産に投下された資本の回収状況を表す

　ものである。

　総資本に対する純利益の割合であり、収益性を表すものである。

　総費用に対する総収益の割合であり、経営の安定性を表すものである。

　経常費用（営業費用＋営業外費用）に対する経常収益（営業収益＋営業外収益）の割合であり、経営

　の安定性を表すものである。

　汚水処理費に対する下水道使用料収入の割合であり、収益性を表すものである。

　営業費用に対する営業収益の割合であり、収益性を表すものである。

　負債に対する支払利息の割合であり、平均利率を表すものである。

　減価償却額に対する企業債償還元金の割合であり、企業債償還能力を表すものである。

　下水道使用料収入に対する企業債償還元金の割合であり、経営状態を表すものである。

　下水道使用料収入に対する企業債利息の割合であり、経営状態を表すものである。

　下水道使用料収入に対する企業債元利償還金の割合であり、経営状態を表すものである。




